
国立大学法人　東京大学の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成24年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　② 役員報酬基準の改定内容

法人の長 平成24年4月1日より、俸給月額を平均△0.5％改定した。

理事 法人の長に同じ

理事（非常勤） 該当者なし

監事 法人の長に同じ

監事（非常勤） 特になし

２　役員の報酬等の支給状況

平成24年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

22,583 14,242 5,848 2,492 （教育研究連携手当）


千円 千円 千円 千円

18,422 10,629 4,477
290

1,165
1,860

（通勤手当）
（副学長手当）
（教育研究連携手当）

千円 千円 千円 千円

18,102 10,629 4,364
82

1,165
1,860

（通勤手当）
（副学長手当）
（教育研究連携手当）

千円 千円 千円 千円

18,098 10,629 4,364
78

1,165
1,860

（通勤手当）
（副学長手当）
（教育研究連携手当）

C理事

前職
就任・退任の状況

役名
その他（内容）

法人の長

A理事

B理事

役員の賞与の額については、東京大学役員給与規則により、国立大学法人評価委員会が行う業績評価の

結果及び勤務実績を勘案して総長が定めることとしている。 



千円 千円 千円 千円

18,374 10,629 4,695
24

1,165
1,860

（通勤手当）
（副学長手当）
（教育研究連携手当）

3月31日

千円 千円 千円 千円

18,148 10,629 4,364
127

1,165
1,860

（通勤手当）
（副学長手当）
（教育研究連携手当）

3月31日

千円 千円 千円 千円

17,147 10,629 4,576
80

1860
（通勤手当）
（教育研究連携手当）

千円 千円 千円 千円

17,013 10,629 4,364
159

1,860
（通勤手当）
（教育研究連携手当）

◇

千円 千円 千円 千円

13,431 8,391 3,445
125

1468
（通勤手当）
（教育研究連携手当）

※

千円 千円 千円 千円

2,046 2,046 0 0 4月1日

注２：「副学長手当」とは、副学長を兼ねている常勤の役員に対して支給するものである。
注３：「教育研究連携手当」とは、賃金、物価及び生計費等が特に高い地域等に所在する勤務箇所に在勤する
　　　役員に支給するものである。
注４：「前職」欄の「◇」は、役員出向者（国家公務員退職手当法第8条第1項の規定に基づき、独立行政法人等
　　　役員となるために退職し、かつ、引き続き当該独立行政法人等役員として在職する者）であることを示す。
注５：「前職」欄の「※」は、独法等情報公開対象法人の退職者（当該法人の役員であった者及び管理職手当の
　　　支給を受けていた者）であることを示す。

３　役員の退職手当の支給状況（平成24年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

千円 年 月

千円 年 月

8,688 8 0 平成24年3月31日 1.0

注1：「業績勘案率」の欄には、当法人の役員退職手当規定に基づき、退職手当の算出に当たって当該退職役員の
　　　業績等を評価して乗じることとしている係数である増減率を記載した。

摘　　要

D理事

B監事
（非常勤）

注１：総額、各内訳について千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。

A監事

法人での在職期間

監事A

法人の長

理事

国立大学法人評価委員会
が行う業績評価、業務に対
する貢献度を総合的に勘
案

該当者なし

該当者なし

Ｅ理事

Ｆ理事

Ｇ理事

                



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成２４年度における給与制度の主な改正点

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

5,850 44.1 7,700 5,750 148 1,950
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,623 42.8 6,189 4,674 173 1,515
人 歳 千円 千円 千円 千円

2,996 48.2 9,484 7,023 152 2,461
人 歳 千円 千円 千円 千円

915 34 5,125 3,907 79 1,218
人 歳 千円 千円 千円 千円

10 50.4 5,596 4,243 160 1,353
人 歳 千円 千円 千円 千円

34 48.4 8,252 6,235 222 2,017
人 歳 千円 千円 千円 千円

256 38.8 5,693 4,312 162 1,381
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 42.3 5,714 4,339 225 1,375
人 歳 千円 千円 千円 千円

11 44.7 5,973 4,500 155 1,473
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
指定職種

教育職種
（附属高校教員）

技能・労務職種

事務・技術

教育職種
（大学教員）

従事する職務に応じ、かつ、総合的な能力の評価により1級上位の級に昇格させることができる。

勤勉手当
（査定分）

平均年齢
平成24年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内人員

　① 人件費管理の基本方針

給与種目 制度の内容

基準日（6月1日・12月1日）以前6箇月以内の期間における勤務成績に応じて決定される支
給割合（成績率）に基づき支給される。

うち賞与

俸給月額
（昇給）

昇給の時期（原則1月1日）前1年間における勤務成績に応じて、昇給させることができる。

俸給月額
（昇格）

区分

常勤職員

医療職種
（病院看護師）

医療職種
（病院医療技術職員）

その他医療職種
（看護師）

その他医療職種
（医療技術職員）

組織や人員配置のあり方を見直し、業務の徹底した効率化を推進することにより、人件費の抑制を

図るとともに、新規分野及び必要な組織・事業に総長が人的資源を効果的に再配分することとして

いる。 

国からの運営費交付金が措置されていることから、国家公務員の給与水準を十分考慮し、適正な給

与水準となるよう努めるとともに、専門性の高い職種等については、個々の経歴及び能力に応じた

給与の弾力的な運用を図ることとしている。 

勤務成績に基づき、昇給及び昇格を実施するとともに、勤勉手当の支給割合（成績率）を決定してい

る。 

・平成24年4月1日より、俸給月額を平均△0.23％改定した。 

・大学入試センター試験に係る2日目の入試手当額を11,000円から8,000円に改定した。 

・特例法に基づく国家公務員の給与の見直しに関連して、以下の措置を講ずることとした。 

  （職員について） 

  ・実施期間：平成24年8月～26年3月 

  ・俸給表関係の措置の内容：本学の収入（授業料、病院収入、運営費交付金等)に占める運営 

                                           費交付金の比率(54%)を考慮し、平均削減率△4.3%とした。 

                                           (ただし、医療職種を除く) 

  （役員について） 

  ・「職員について」と同様 



人 歳 千円 千円 千円 千円

91 62.6 3,908 3,346 194 562
人 歳 千円 千円 千円 千円

76 62.6 3,871 3,313 193 558
人 歳 千円 千円 千円 千円

2 63 3,392 2,898 79 494
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

11 62.6 4,061 3,482 196 579
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

人 歳 千円 千円 千円 千円

1280 39.6 5,800 5,712 146 88
人 歳 千円 千円 千円 千円

63 49.4 5,494 4,188 173 1,306
人 歳 千円 千円 千円 千円

1196 39.1 5,826 5,823 145 3
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 58.2 11,651 8,511 89 3,140
人 歳 千円 千円 千円 千円

17 28.6 4,207 3,257 170 950

人 歳 千円 千円 千円 千円

121 37.1 7,697 5,984 84 1,713
人 歳 千円 千円 千円 千円

121 37.1 7,697 5,984 84 1,713

注1：常勤職員、在外職員、再任用職員、非常勤職員の区分については、該当者がいないため表を省略した。
注2：事務・技術、医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）については、該当者がいないため欄を省略した。

教育職種
（大学教員）

再任用職員

医療職種
（病院医療技術職員）

教育職種
（附属高校教員）

医療職種
（病院医療技術職員）

その他医療職種
（看護師）

事務・技術

任期付職員

技能・労務職種

技能・労務職種

事務・技術

教育職種
（外国人教師等）

注2：指定職種とは、特に指定された高度な業務を行う職種を示す。

注6：医療職種（病院医師）、再任用職員の教育職種（大学教員）、非常勤職員の医療職種（病院看護師）
については、該当者がいないため欄を省略した。

非常勤職員

[年俸制適用者]

教育職種
（大学教員）

注1：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注3：教育職種（附属高校教員）とは、附属中等教育学校教員を示す。
注4：常勤職員の指定職種、再任用職員の教育職種（附属高校教員）、その他医療職種（看護師）、非常勤
職員の技能・労務職種については、該当者が1人のため当該個人に関する情報が特定されるおそれのあ
ることから、人数以外は記載していない。

注5：在外職員、任期付職員の区分については、該当者がいないため表を省略した。

          



②

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

部長 16 55.3 10,705 11,308 11,884

課長 84 53.9 8,551 8,829 9,252

副課長 179 54.4 7,200 7,420 7,638

88 49.2 6,351 6,703 7,203

係長 692 43.9 5,839 6,152 6,498

主任 274 39.6 4,850 5,353 5,840

係員 290 30.4 3,817 4,132 4,392

年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護
師）)〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕

平均人員分布状況を示すグループ 平均年齢

主査・専門職

注：「課長」には、「事務長」、「副部長」を含む。

　　「副課長」には、「副事務長」、「専門員」、「技術専門員」を含む。

　　「係長」には、「技術専門職員」を含む。
　　「係員」には、「一般職員」「技術職員」を含む。

    



（教育職員（大学教員））

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

教授 1,209 55.4 10,556 11,226 11,566

准教授 813 45.6 8,608 8,966 9,361

講師 205 43.6 7,553 8,369 9,189

助教 725 40.1 6,559 6,980 7,526

助手 43 50.6 6,978 7,284 7,558

教務職員 1 - -

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢 平均

注：「教務職員」については該当者が1人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがある
ことから、平均年齢以下の事項については記載していない。



（医療職員（病院看護師））

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

看護部長 2 - - 

2 - - 

看護師長 56 48.6 7,478 7,790 8,197

132 42.3 5,512 6,042 6,514

看護師 721 31.2 4,078 4,627 4,991

准看護師 2 - - 

人員 平均年齢 平均

副看護部長

副看護師長

注1：「看護部長」「副看護部長」「准看護師」については該当者が２人以下であるため、当該個人に関す
る情報が特定されるおそれがあることから、平均年齢以下の事項については記載していない。

注2：「看護師」には、「助産師」、「保健師」を含む。

分布状況を示すグループ

    

     



（事務・技術職員）

区分 計 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級 9級 10級

一般職員 主任 技術専門職員 副課長 課長 部長 部長 部長 部長 部長

技術職員 一般職員 係長 技術専門員 副課長 課長
技術職員 主任 技術専門職員 技術専門員 技術専門員

係長

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

1623 82 283 894 189 112 51 5 7 0 0
（割合） (5.1%) (17.4%) (55.1%) (11.6%) (6.9%) (3.1%) (0.3%) (0.4%)

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

38 54 59 59 59 59 59 55

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

20 27 33 45 39 49 48 44
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

3,417 4,802 5,937 5,890 7,208 8,590 8,891 10,366

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

2,026 2,701 3,272 4,511 5,108 5,513 7,162 8,589
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

4,446 6,166 7,797 7,991 9,347 10,915 11,295 13,133

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

2,696 3,595 4,302 6,157 6,934 7,574 9,354 11,143

（教育職員（大学教員））

区分 計 1級 2級 3級 4級 5級 6級

教務職員 助教 講師 准教授 教授 教授

助手

人 人 人 人 人 人 人

2,996 1 768 206 813 1,208 0
（割合） (0.0%) (25.6%) (6.9%) (27.1%) (40.3%)

歳 歳 歳 歳 歳 歳

63 63 63 63

～ ～ ～ ～ ～ ～

26 29 31 39
千円 千円 千円 千円 千円 千円

6,930 8,053 8,242 14,795

～ ～ ～ ～ ～ ～

3,299 4,548 4,489 6,047
千円 千円 千円 千円 千円 千円

8,783 10,449 10,714 18,043

～ ～ ～ ～ ～ ～

4,352 6,045 6,082 8,203

（医療職員（病院看護師））

区分 計 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級

准看護師 看護師 看護師長 副看護部長 看護部長 看護部長 看護部長

助産師 副看護師長 看護師長 副看護部長

保健師
人 人 人 人 人 人 人 人

915 2 721 132 57 2 1 0
（割合） (0.2%) (78.8%) (14.4%) (6.2%) (0.2%) (0.1%)

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

59 59 59

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

23 29 36
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

5,379 5,597 6,756

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

2,761 3,644 4,368
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

7,151 7,443 9,015

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

3,656 4,758 5,935

 ③職級別在職状況等（平成２5年４月１日現在）（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

年間給与
額(最高～

最低)

年間給与
額(最高～

最低)

年齢（最高
～最低）

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

注：教育職員（大学教員）の1級、医療職員（病院看護師）の1級、５級、６級においては該当者が2人以下のため、当該
個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、「年齢（最高～最低）」以下の事項については記載していない。

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

標準的
な職位

人員

標準的
な職位

標準的
な職位

所定内給
与年額(最
高～最低)



④

（事務・技術職員）
夏季（6月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

64.0 66.8 65.4
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

36.0 33.2 34.6
％ ％ ％

         最高～最低 45.4～32.4 39.7～30.4 40.2～31.8
％ ％ ％

64.1 66.8 65.5
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

35.9 33.2 34.5
％ ％ ％

         最高～最低 46.3～28.8 43.4～26.5 43.0～28.8

（教育職員（大学教員））
夏季（6月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

61.9 64.4 63.1
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

38.1 35.6 36.9
％ ％ ％

         最高～最低 46.3～28.1 43.4～30.5 44.8～31.8
％ ％ ％

64.4 67.1 65.8
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

35.6 32.9 34.2
％ ％ ％

         最高～最低 46.3～25.4 43.4～26.5 44.8～28.7

（医療職員（病院看護師））
夏季（6月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

62.0 63.4 62.7
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

38.0 36.6 37.3
％ ％ ％

         最高～最低 46.3～32.8 43.4～31.3 43.0～32.5
％ ％ ％

64.4 67.0 65.8
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

35.6 33.0 34.2
％ ％ ％

         最高～最低 42.5～31.2 43.4～28.5 43.0～29.9

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

賞与（平成２４年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院
看護師））

区分

区分

一般
職員

一律支給分（期末相当）

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）



⑤

対国家公務員（行政職（一）） 103.0
対他の国立大学法人等 113.1

対他の国立大学法人等 114.8

対国家公務員（医療職（三）） 117.4
対他の国立大学法人等 111.2

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他の国立大学法人等」

においては、すべての国立大学法人等を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給

給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案　　　　　　 92．8

参考 学歴勘案　　　　　　 101．6

地域・学歴勘案　　　92．1
平成24年国家公務員給与等実態調査の「適用俸給表別、性別、最終学歴
別人員」による行政職俸給表（一）適用者の最終学歴は、大学卒53.4%、短
大卒13.0%、高校卒33.6%であるのに対し、本学は大学卒70.0%（うち大学院
卒12.4%）、短大卒12.3%、高校卒17.7%であることにより、対国家公務員指数
を上回ったと考えられる。

【主務大臣の検証結果】
地域差を是正した給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっ
ていること等から給与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準
の維持に努めていただきたい。

　給与水準の適切性の
　検証

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　51.5％
（国からの財政支出額　114,421（百万円）、支出予算の総額　222,169（百
万円）：平成24年度予算）

【検証結果】
国からの財政支出額の規模は大きいが、地域を勘案した対国家公務員の
指数が92.8であるため、給与水準は適切なものであると考えている。

【累積欠損額について】
累積欠損額0円（平成23年度決算）

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

講ずる措置

（事務・技術職員）

（教育職員（大学教員））

（医療職員（病院看護師）)

職員と国家公務員及び他の国立大学法人等との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員／
教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

　　与水準を100として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出

項目 内容

指数の状況

対国家公務員　　103．0

今後も適切な給与水準の維持に努めていく。



○医療職員（病院看護師）

地域勘案　　　　　　 113．2

参考 学歴勘案　　　　　　 119．5

地域・学歴勘案　　　114．0

○教育職員（大学教員）

（注）　上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、平成24年度の教
育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。

なお、平成19年度までは教育職員（大学教員）と国家公務員（平成15年度の教育職（一））との給与水準
（年額）の比較指標である。

　教員職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標　116.5

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

本学の医療職種（病院看護師）が勤務する病院が1級地（東京特別区）にあ
ること、平成24年国家公務員給与等実態調査の「適用俸給表別、性別、最
終学歴別人員」による医療職俸給表（三）適用者の最終学歴は、大学卒
3.9%、短大卒86.5%、高校卒9.6%であるのに対し、本学は大学卒57.8%、短
大卒42.1%、高校卒0.1%であること、同調査の「適用俸給表別、級別（最終
学歴別）人員」による医療職俸給表（三）適用者の１級（准看護師）の構成
割合は10.6%であるのに対し、本学は0.2％であることにより、対国家公務員
指数を上回ったと考えられる。

【主務大臣の検証結果】
法人の看護職員の職員構成と国の職員構成が異なっていること、法人の給
与制度は国家公務員の制度と概ね同様であることから、給与水準は概ね
適正であると考える。

　給与水準の適切性の
　検証

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　51.5％
（国からの財政支出額　114,421（百万円）、支出予算の総額　222,169（百
万円）：平成24年度予算）

【検証結果】
上記の理由により、適切なものであると考えている。

【累積欠損額について】
累積欠損額0円（平成23年度決算）

講ずる措置 今後も適切な給与水準の維持に努めていく。

項目 内容

指数の状況

対国家公務員　　117.4



Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成24年度）

前年度
（平成23年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ 法人が必要と認める事項

△ 2,221,534 （△4.0） △ 2,262,393 （△4.1）

6,627,888 △ 1,791,091 （△27.0） 1,952,101

区　　分 比較増△減
中期目標期間開始時（平成22
年度）からの増△減

給与、報酬等支給総額
52,927,955 55,149,489

（67.7）

非常勤役職員等給与
33,748,698 32,053,042 1,695,656 （5.3） 4,053,757 （13.7）

退職手当支給額
4,836,797

4,683,014 （4.8）

福利厚生費
10,394,527 10,162,381 232,146 （2.3） 939,549

注１：「非常勤役職員等給与」においては、受託研究費その他競争的資金等により雇用される職員に係る費用及び人材
派遣契約に係る費用等を含んでいるため、財務諸表附属明細書の「17　役員及び教職員の給与の明細」における非常
勤の合計額と一致しない。

注２：「退職手当支給額」欄は、国の常勤職員に相当する法人の常勤職員に係る退職手当支給額を計上している。

「給与、報酬等支給総額」においては、国家公務員給与改定の状況を踏まえた給与水準の改定、採用可能枠（定員）の
削減等の実施及び特例法に基づく国家公務員の給与見直しに対応した給与減額支給措置により、対前年度比4.0%の減
となった。なお、給与減額支給措置に関する削減額については、787,467千円となった。

「最広義人件費」においては、外部資金の獲得の増加に伴う非常勤役職員等給与の増（対前年度比5.3%の増）等があっ
たものの、定年退職者が前年度に比べ減少したこと等による退職手当支給額の減及び「国家公務員の退職手当の支給
水準引下げ等について」(平成24年8月7日閣議決定)に基づく措置による減（対前年度比27.0%の減）により、全体として対
前年度比2.0%の減となった。

（9.9）

最広義人件費
101,907,977 103,992,800 △ 2,084,823 （△2.0）

 「国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等について」（平成24年8月7日閣議決定）に基づき、平成25年1月から以下の措

置を講ずることとした。 

 ・役職員の退職手当について、退職手当の基本額に係る支給割合の引下げを実施した。 
  役員に関する講じた措置の概要：職員と同様 

  職員に関する講じた措置の概要：国における調整率の引下げに相当する率の改定を行った。 




